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本研究では，応用一般均衡モデルによる災害の経済被害評価を行う際の，モデルへの被害の入力方法に

ついて考察する．特に地震動が資本ストックを量的に減少させる単純なモデルでは，東日本大震災の鉱工

業生産指数の変動を説明する事が難しい場合がある．本研究では，モデルに資本ストックの量的減少に加

えて，稼働率を明示的に組み込むことを提案する． 稼働率をモデルに明示的に組み込むことにより，資本

ストックに物的な被害が無くとも，その他の要因で生産量を低下させる生産者をモデル化できる．さらに

資本ストックの稼働率をモデル化することにより，応用一般均衡モデルを用いた東日本大震災の経済影響

の再現性がより高まる可能性があることを示す．
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1. はじめに

災害の経済影響の予測手法にはバラエティがある 1)が，

多様なモデルの妥当性を検討する上では，過去に起きた

災害の経済被害の再現可能性が重要な拠り所となる．

応用一般均衡モデルも災害の経済影響予測で用いられ

ることの多いモデルである．本研究では，47 都道府県

全国応用一般均衡モデルを利用して，東日本大震災の経

済影響の再現を試みる．既往研究の中でも東日本大震災

の経済影響を再現した研究は存在する 2)が，再現しきれ

ていない部分もあり依然研究課題として残されている．

本研究では特に自然災害のショックのモデルへの入力

方法について考察を行う．具体的には，地震動等が資本

ストックに与える影響を，資本ストックの量的減少（毀

損）と稼働率の低下とを明示的に分け，それぞれを独立

かつ整合的に設定できるようモデル化し，東日本大震災

の経済影響の再現性を高めた．

2. 応用一般均衡モデルの概要

(1) 代表的家計の効用関数

以下ではモデルの代表的家計について説明する．地域

の家計を総体として見た代表的家計は，効用最大化を目

的に各財の最終消費量を決定する．

モデルの代表的家計は多層CES型関数でモデル化され

ている（図-1）．最下段では「石油製品」や「電力・ガ

ス」といったエネルギー財の消費水準がCES型関数で合

成され，エネルギー合成財の消費水準となる．エネルギ

ー財に分類されないその他の財は「飲食料品」等の非エ

ネルギー財であるが，それらもCES型関数で合成され，

非エネルギー合成財の消費水準となる．エネルギー合成

図-1 効用関数の構造
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図-2 生産関数の構造

財の消費水準と非エネルギー合成財の消費水準をCES型

関数で合成することで消費合成財の消費水準となる．消

費合成財の消費水準は代表的家計の消費水準を表してい

る．合成消費財の消費水準と貯蓄水準が Cobb-Douglas 型

関数で合成され，貯蓄・消費合成財の消費水準となる．

貯蓄は本来，消費を減らし効用水準を下げると考えるこ

とが自然であるが，以下の分析では効用水準を評価指標

に用いないため，簡便化のため貯蓄を効用関数の構成要

素とする．なお Cobb-Douglas型関数で貯蓄水準と合成消

費財を合成しているため名目所得に対する貯蓄率は一定

となる．貯蓄・合成消費財は余暇とCES型関数によって

合成され効用水準となる．

(2) 産業の生産関数

続いて産業の生産関数についてその概要を説明する．

産業は利潤最大化を目的に中間投入財や生産要素を投入

し，生産物を生産する．生産物は国内向けあるいは輸出

向けに利潤を最大化するように配分される．

産業の生産関数は多層CES型関数によってモデル化し

ている（図-2）．産業は資本ストック，労働，土地とい

った本源的生産要素を投入しCES型関数を介して付加価

値を生産する．各産業の生産物は，各種の中間投入財と

付加価値をレオンチェフ型関数で合成したものとしてモ

デル化している．生産物は国内向け供給分と輸出向け供

給分にCET型関数を介して配分される．

(3) その他の経済主体

本研究のモデルでは，代表的家計と各種の産業以外に

中央政府および地方政府，投資家が存在する．地方政府

は毎期一定額を各種の財に対して支出しており，各財へ

の支出額は基準均衡における地方政府の総支出額に一定

割合を乗じた額となる．中央政府は財を購入することは

なく，地域間の所得移転を担っている．投資家は家計の

貯蓄を原資に各種の財に対して投資する主体である．各

財に対する投資額は，代表的家計の貯蓄額に一定割合を

乗じた額となる．

図-3 地域間交易の構造

(4) アーミントン仮定に基づく地域間交易

本研究の地域間交易はアーミントン仮定に基づく．す

なわち異なる地域から移入あるいは輸入される財は，同

じ産業の財であっても質的にも異なるという仮定である．

各地域からの移入量はCES型関数で合成され国産品合成

財となる．国産品合成財は輸入品とCES型関数によって

合成されアーミントン合成財が生産される．地域間交易

の代替の弾力性である𝜎𝐷𝐷は，後に説明する通り東日本

大震災の経済影響を再現するようにカリブレーションさ

れる（図-3）．

(5) 市場均衡

アーミントン合成財は各産業の中間投入財や代表的家

計の最終消費財，地方政府の最終消費，投資家の投資対

象として需要される．アーミントン合成財が取引される

市場では伸縮的な価格調整により需要と供給は均衡する．

労働市場では，賃金率の伸縮的な調整を通じて需要と供

給が均衡する．資本ストックと土地は供給が固定的であ

るため需要が供給を下回る超過供給となる可能性がある．

超過供給となった場合には価格はゼロとなる．

(6) モデルの動学構造

本研究の応用一般均衡モデルは逐次均衡型の動学モデ

ルである．すなわち代表的家計は時間を通じた総効用の

最大化には関心はなく，毎期の効用最大化のみに関心が

ある．なお本研究の応用一般均衡モデルでは１期を 1カ

月と設定している．

モデルの資本ストックの蓄積過程としてパティ-クレ

イ（Putty-Clay）アプローチを採用している． 𝑡期の資本

ストック𝐸𝐾𝑗,𝑟,𝑡は地域および産業特殊的であり，地域間

および産業間を移動しない．式(1)で𝑁𝐾𝑗,𝑟は𝑡期において

𝑟地域の第𝑗産業に投資された新規資本であり, 式(2)で示

されている通り，各産業に配分される前の総投資額

𝑇𝑁𝐾𝑟,𝑡が CET 型関数によって配分されたものである．

また式(1)において𝛿は既存資本ストックに新規資本

𝑁𝐾𝑗,𝑟,𝑡を加えた資本ストックが 1 期間利用された際の減
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耗率を示している．式(3)では，総投資額𝑇𝑁𝐾𝑟,𝑡が各産

業の新規資本𝑁𝐾𝑗,𝑟,𝑡にCET関数を通じて配分されている

が，配分の基準は資本ストックの収益率である．同じ地

域内において資本ストックの収益率，すなわち資本スト

ックの限界生産性がより高い産業により多くの新規資本

が配分されるメカニズムとなっている．

総投資額𝑇𝑁𝐾𝑟,𝑡は 1 期前の地域の貯蓄額𝑆𝐴𝑉𝑟,𝑡−1に係

数𝜉をかけたものとして表現される．本研究のモデルで

は貯蓄が全て投資に回ると仮定しない．モデルのパラメ

ータは主に産業連関表によってカリブレートされるが，

産業連関表上の投資を全て資本ストックの増分とした場

合，地域の経済成長率が直近の傾向より大幅に高くなる．

そのため現実の経済成長率を再現するよう𝜉という調整

係数を導入している．

𝐸𝐾𝑗,𝑟,𝑡+1 = (1− 𝛿)(𝐸𝐾𝑗,𝑟,𝑡 + 𝑁𝐾𝑗,𝑟,𝑡) (1)

𝑇𝑁𝐾𝑟,𝑡 = (∑𝑁𝐾𝑗,𝑟,𝑡

𝜎𝑇+1

𝜎𝑇

𝑗

)

𝜎𝑇

𝜎𝑇+1

(2)

𝑇𝑁𝐾𝑟,𝑡 = 𝜉 ∙ 𝑆𝐴𝑉𝑟,𝑡−1 (3)

3. 東日本大震災の経済影響の再現と課題

(1) ハザード

東日本大震災の経済影響を再現するため地震動分布と

津波浸水分布のデータを整備した．地震動のデータとし

て強震観測点と震度観測点で得られた観測波形を利用し

推定した250mメッシュ別震度分布データ3)を用いた（図

-4）．津波ハザード情報は，復興支援調査アーカイブの

メッシュ別浸水深データ 4)を利用した（図-5）．

(3) 曝露対象

地震動等の曝露の対象となる民間企業資本ストックの

データについては，「都道府県別経済財政モデル・デー

タベース」5)に基づき作成した全国 50m メッシュ別産業

別民間企業資本ストックデータを利用している．

(3) 脆弱性

中野ほか 6)は，2004 年新潟県中越地震の被災地に所在

した事業所を対象に実施したアンケート調査結果を利用

し，特定の地震動について特定の被害モード以上となる

確率を描く「機能的フラジリティ曲線」を構築した．こ

れをベースとし梶谷ほか 7)は地震動と生産能力の関係式

を構築している．生産能力と資本ストックの残存量は決

して同じ概念とは限らない．しかし資本ストックの残存

量を計算する上での拠り所として，本研究では中野ほか

図-4 250mメッシュ別震度分布データ

図-5 50mメッシュ別津波浸水深データ

6)および梶谷ほか7)の研究を参考とし，地震動と資本スト

ックの毀損率に関するフラジリティカーブを構築した．

なお，資本ストックの残存量は，地震前の資本ストック

量に 1から資本ストックの毀損率を引いたものを掛け合

わせて計算される．

電力および水道については能島ほか 8)のフラジリティ

カーブを参考にしている．以上より地震動等のハザード

データと曝露対象となる民間資本ストックデータ，そし

て曝露対象の脆弱性を表すフラジリティカーブを得た．

これらを用いてメッシュ毎の民間資本ストックの毀損額

を推計した．これを集計し都道府県単位で産業毎の資本

ストックの毀損率を求めた．

(4) シミュレーション方法

以上より求めた東日本大震災発生直後の都道府県別産

業毎の資本ストックの残存率を応用一般均衡モデルに入

力し一般均衡解を求めた．10 期間の逐次計算を行い，
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2011年 3月から 2011年 12月までの鉱工業生産指数を計

算した．これを同期間に観察された鉱工業生産指数（季

節調整値）と比較をすることで，モデルによる東日本大

震災の経済影響の再現可能性を評価した．

(5) 評価結果

図-6 から図-10 は応用一般均衡モデルによる鉱工業生

産指数の予測値と観察値である．岩手県，宮城県，福島

県，茨城県，愛知県について示している．観測地は実際

の鉱工業生産指数（季節調整値）であるが，2011年2月

が 100となるよう調整している．愛知県はサプライチェ

ーン寸断の影響が実際に顕著であったため取り上げた．

結果を見ると，被害が甚大であった岩手県および宮城

県については概ね再現されているが，福島県と茨城県に

ついては観察値が予測値を超えている．観察値は3 月に

大きく落ち込み，4 月以降比較的早期に回復しているが，

予測値は緩やかにしか回復しない．これはモデル内にお

いて毀損した資本ストックが徐々に投資により復旧して

いる過程を表している．しかし現実には福島県と茨城県

については2011年5月の時点で80%以上の水準に戻って

いる．愛知県の産業に対しては直接に地震等のショック

を入力していない．そのため愛知県の鉱工業生産指数は

モデル内で生じる波及効果によって変動する．今回のシ

ミュレーションでは現実の波及効果を表現しきれていな

い．

4. 再現研究の結果の解釈と課題

(1) 福島県および茨城県における予測のずれについて

既に見た通り，福島県と茨城県については地震発生直

後の時点では一致するが，5 月以降は観察値が予測値を

大きく超えている．

１つの解釈は，両県における鉱工業生産の初期の落ち

込みに，資本ストックの毀損に由来しない部分があった

というものである．例えば強い地震動に曝された企業が

まず行うことは従業員の安全確保や生産設備の点検等で

ある．その間は資本ストックを稼働させることは無い．

東日本大震災の際には従業員とその家族の安否確認，設

備等の点検等に相当の時間がかかったと予想され，直ち

に全面稼働させる事は難しかったと予想される．その間

に生産は減少し鉱工業生産指数は落ち込むが，徐々に稼

働させたとすれば実際の鉱工業生産指数の動きを説明で

きる可能性がある．

もう 1つの解釈として，本モデルでは明示的に考慮で

きていない生産に関わる周辺インフラの損傷が挙げられ

る．生産に直接かかわる資本ストックは無事でも，周辺

道路や港が損傷し，出荷できない場合には稼働率を下げ

ざるを得ない．しかし周辺インフラの応急復旧がなされ

図-6 比較結果1（岩手県）

図-7 比較結果1（宮城県）

図-8 比較結果1（福島県）

図-9 比較結果1（茨城県）
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図-10 比較結果1（愛知県）

ることで徐々に稼働率を上げていったとすれば，こちら

も実際の鉱工業生産指数の動きを説明できる可能性があ

る．

(2) 民間資本ストックの毀損額推計値のずれ

生産の落ち込みに資本ストックの毀損に由来しない部

分が多分にあった可能性は別の側面からも示唆される．

シミュレーションのために設定した資本ストックの毀損

額を集計すると，日本政策投資銀行の推計値 9)である約

5.6 兆円を大幅に上回り，約 50 兆円にも達する．このこ

とはモデルにおいて資本ストックを過剰に毀損させてい

ることを意味する．

そのためモデルにおいて，資本ストックの物的な毀損

と，物的な毀損とは異なる稼働に対する制限を区別する

必要がある．

5. 資本ストックの稼働率の考慮

(1) 稼働率の基本的な考え方

本研究では，資本ストックの「稼働率」を物的な毀損

の残存率とは別に定義し，応用一般均衡モデルに組み込

むことを提案する．

「稼働率」の上限は物的な資本ストックの残存率に規

定される．すなわち外的ショックにより資本ストックの

残存率が 70%に減少した場合，稼働率は 70%を超えるこ

とはできない．しかし資本ストックの残存率が 100%で

あっても様々な理由で稼働率は 100%以下になり得る．

例えば地震後に行われる点検等が理由として挙げられる．

本モデルでは明示的に考慮できていないが出荷用の港や

周辺道路の損傷も稼働率低下の要因に入れることができ

る．これらの生産設備ではないインフラも復旧すれば直

ちに稼働率を引き上げることができるからである．また

物的毀損と違い，稼働率を制限する要因が無くなればた

だちに稼働率は 100%となる．点検等で稼働率が低下し

ていた場合には，設備に問題が無いと分かれば直ちに稼

働できる．出荷用インフラが被害を受けていた場合には

図-11 稼働率のモデル化のイメージ

当該インフラが復旧するあるいは代替的な出荷方法があ

れば直ちに稼働率を引き上げることができる．

(2) 稼働率のモデル化

「稼働率」をモデル化するにあたり「稼働水準」を

（物的な）資本ストックや労働とともに生産過程に投入

すると仮定した．これらはレオンチェフ型関数により合

成され付加価値を生産する（図-11）．「稼働量」は平

時では資本ストックの量を大きく超える量を家計が初期

保有している．基準均衡や平時においては「稼働量」の

供給量が需要量を大きく超えるため，過剰供給となり価

格はゼロとなる．しかし災害時には家計が保有する「稼

働量」が何らかの理由により資本ストックの物的な量よ

り減少する．その場合には付加価値の生産量は資本スト

ックの稼働量あるいは，1 から基準均衡時の投入稼働量

の減少率を差し引いた稼働率に制限される．数値例とし

て，資本ストックが物的に毀損し残存率が 90%となった

場合でも，他の理由により稼働率を 70%と設定した場合

には付加価値の生産量は 70%となる．毀損率と稼働率の

両方を同時に考慮できる事は分析上の利点である．

(3) 稼働率を設定した場合の再現シミュレーション

今回は仮定の値を用いて福島県と茨城県について再度

シミュレーションを行った．福島県と茨城県の「化学製

品」，「一般機械」，「電気機械」，「自動車」につい

て，前回のシミュレーションでは資本ストックの残存率

として設定した値を，稼働率の値とした．またこの稼働

率の低下は 3月だけでなく 4月まで継続すると仮定した．

他方で物的な資本ストックの残存率は 100%と設定した．

いずれもモデルの挙動を確認ための仮の値である．

シミュレーション結果は図-12 および図-14 の通りであ

る．いずれも当初のシミュレーションの予測値に比べて

より観測地に近い結果を得ることができた．

特に愛知県への波及効果が大きく変化した点も特徴的

である．要因としては，福島県と茨城県の「化学製品」，

「一般機械」，「電気機械」，「自動車」の復旧をモデ

ル内で直ちに認めなかったことが挙げられる．愛知県に

ついては未だ過小評価となっているが，今後適切なショ

ックの入力により再現できる可能性が示された．
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図-12 比較結果2（福島県）

図-13 比較結果2（茨城県）

図-14 比較結果2（愛知県）

6. まとめ

本研究では，災害の経済被害評価に関して，応用一般

均衡モデルへの被害の入力方法について考察を行った．

特に災害のショックを，資本ストックの量的減少（毀損）

としてのみモデル化することは現実を過度に単純化して

いる可能性があることを，東日本大震災の経済影響の再

現を通して示した．また本稿では，資本ストックの量的

減少（毀損）に加えて稼働率を明示的に取り扱うことを

提案した．稼働率を考慮することにより，本モデルでは

明示的に取り扱っていない点検等による稼働停止や周辺

インフラの損傷等による稼働率の低下を表現する事が可

能となった．また被害の入力の方法の多様化により，東

日本大震災の経済影響の再現性を高めることができる可

能性が示された．課題は，資本ストックの量的減少（毀

損）以外の，稼働率の低下要因をいかに特定し，定量化

するかという事である．これについては過去の災害の事

例を分析する必要がある．
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